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議案第９８号 

 

   財産の取得について 

 

                          （消防局消防総務課）  

 

１ 提案の理由 

  東広島市消防団福富方面隊福富西分団並びに黒瀬方面隊中黒瀬分団及び下黒瀬

分団に配備する小型動力ポンプ付積載車を買い入れようとするものである。 

２ 取得する財産 

 (1) 種別 動産 

 (2) 品名 小型動力ポンプ付積載車 

 (3) 数量 ３台 

３ 取得価格 

  ３,４２１万１,９２５円 

４ 相手方 

  東広島市安芸津町風早３１３３番地の２ 

  中下モータース有限会社 

  代表取締役 中 下 智 洋 

 

 

 

 （根拠条例） 

 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

第３条 地方自治法第９６条第１項第８号の規定により議会の議決に付さなければ

ならない財産の取得又は処分は、予定価格２,０００万円以上の不動産若しくは

動産の買入れ若しくは売払い（－略－）又は不動産の信託の受益権の買入れ若し

くは売払いとする。 

 



‐２‐ 

議案第９９号 

 

   財産の無償貸付けについて 

 

（産業部農林水産課）  

 

１ 提案の理由 

  東広島流通センター株式会社に無償で貸し付けている土地を引き続き同者に無

償で貸し付けようとするものである。 

２ 無償で貸し付ける財産 

所  在 種別 地目 面積（㎡） 

東広島市八本松東二丁目１４４番１ 土地 宅地 １万７,３２４.６１ 

３ 貸付期間 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで 

４ 相手方 

  東広島市八本松東二丁目２１番１号 

  東広島流通センター株式会社 

  代表取締役 川 口 一 成 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならな

い。 

 (6) 条例で定める場合を除くほか、財産を交換し、出資の目的とし、若しくは支

払手段として使用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付

けること。 
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議案第１００号 

 

   市道の路線の廃止について 

 

                          （建設部建設管理課）  

 

 提案の要旨 

 次の市道の路線を廃止しようとするものである。 

路 線 名 廃  止  の  理  由 

西条１１号線 
一般県道飯田吉行線と道路区域が重複する路線を廃止する必

要がある。 

 

 

 

 （根拠法令） 

 道路法 

第８条 

２ 市町村長が前項の規定により路線を認定しようとする場合においては、あらか

じめ当該市町村の議会の議決を経なければならない。 

第１０条  

３ 第７条第２項から第８項まで及び前条の規定は前２項の規定による都道府県道

の路線の廃止又は変更について、第８条第２項から第５項まで及び前条の規定は

前２項の規定による市町村道の路線の廃止又は変更について、それぞれ準用す

る。 
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議案第１０１号 

 

   請負契約の変更について 

 

                          （建設部災害河港課）  

 

１ 変更の理由 

  令和６年６月２７日議決第６７号により議決を経た令和６年度港湾施設長期保

全事業安芸津桟橋連絡橋改築工事の請負契約について、工事の内容の一部を変更

する必要が生じたため、請負契約金額を変更しようとするものである。 

２ 変更の内容 

原契約金額 変更契約金額 増加額 

１億５,５１０万円 １億６,００１万７,０００円 ４９１万７,０００円 

３ 変更後の請負契約の内容 

 (1) 工事の場所 

   東広島市安芸津町三津 

(2) 契約の相手方 

広島市中区袋町５－２８ 

三井住友建設鉄構エンジニアリング株式会社 広島営業所 

   所長 根 岸 一 仁 

(3) 工期 

令和６年６月２８日から令和７年１２月２６日まで 

 

 

 

 （根拠条例） 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定によ

り議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格１億５,０００万円以上

の工事又は製造の請負とする。 
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議案第１０２号 

 

   事業契約の変更について 

 

（教育委員会学校教育部教育総務課）  

 

１ 変更の理由 

  令和元年１１月１５日議決第２１０号により議決を経た東広島市立小中学校空

調設備整備事業の事業契約について、当該事業契約の定めるところにより、維持

管理の対価についての価格変動に係る指数が、当該事業契約に定める数以上であ

ることに伴い、当該対価の額を改定する必要が生じたため、事業契約金額を変更

しようとするものである。 

２ 変更の内容 

原契約金額 変更契約金額 増加額 

２４億１,７７２万９,６３０円 ２４億１,９１７万２,４３５円 １４４万２,８０５円 

３ 変更後の事業契約の内容 

 (1) 事業の内容 

   小学校２１校及び中学校８校の普通教室、特別教室等における空気調和設備

の設計、施工、工事監理、維持管理等及びこれらに付随する業務 

 (2) 契約の相手方 

   東広島市西条中央三丁目６番１２号 

   ＰＦＩ学校空調東広島株式会社 

   代表取締役 高 橋 達 也 

 (3) 事業期間 

   令和元年１１月１６日から令和１５年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠法令） 

 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律 
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第１２条 地方公共団体は、事業契約でその種類及び金額について政令で定める基

準に該当するものを締結する場合には、あらかじめ、議会の議決を経なければな

らない。 

 

 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律施行令 

第３条 法第１２条に規定する政令で定める基準は、事業契約の種類については、

次の表の上欄に定めるものとし、その金額については、その予定価格の金額（借

入れにあっては、予定賃借料の総額）が同表下欄に定める金額を下らないことと

する。 

法第２条第５項に規

定する選定事業者が 

建設する同条第１項

に規定する公共施設

等（－略－）の買入

れ又は借入れ 

 

都道府県 

千円 

５００,０００ 

地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２５２条の１９第１項に規定す

る指定都市（以下この表において「指

定都市」という。） ３００,０００ 

市（指定都市を除く。） １５０,０００ 

町村 ５０,０００ 
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議案第１０３号 

 

   東広島市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条 

例の制定について 

 

                         （こども未来部保育課）  

 

１ 制定の理由 

  児童福祉法の一部改正に伴い、新たに市の認可事業として位置付けられた乳児

等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定めようとするものである。 

２ 条例の内容 

 (1) 最低基準の目的等（第３条関係） 

  ア この条例に定める基準（以下「最低基準」という。）は、利用乳幼児が、

明るくて、衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓練を受けた

職員が乳児等通園支援を提供することにより、心身ともに健やかに育成され

ることを保障するものとする。 

イ 市は、最低基準を常に向上させるように努めるものとする。 

 (2) 乳児等通園支援事業者の一般原則（第５条関係） 

  ア 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の人権に十分配慮するとともに、一

人一人の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。 

イ 乳児等通園支援事業者は、地域社会との交流及び連携を図り、利用乳幼児

の保護者及び地域社会に対し、その行う乳児等通園支援事業の運営の内容を

適切に説明するよう努めなければならない。 

ウ 乳児等通園支援事業者は、自らその提供する乳児等通園支援の質の評価を

行い、常にその改善を図らなければならない。 

エ 乳児等通園支援事業者は、定期的に外部の者による評価を受けて、その結

果を公表し、常にその改善を図るよう努めなければならない。 

オ 乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所に、児童福祉法に定める

事業の目的を達成するために必要な設備を設けなければならない。 

カ 乳児等通園支援事業所の構造設備は、採光、換気等利用乳幼児の保健衛生
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及び利用乳幼児に対する危害防止に十分な考慮を払って設けられなければな

らない。 

 (3) 安全計画の策定等（第７条関係） 

   乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、乳児等通園

支援事業所ごとに、当該乳児等通園支援事業所の設備の安全点検、職員、利用

乳幼児等に対する事業所外での活動、取組等を含めた乳児等通園支援事業所で

の生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その

他乳児等通園支援事業所における安全に関する事項についての計画（以下「安

全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければ

ならない。 

 (4) 乳児等通園支援事業者の職員の一般的条件（第９条関係） 

   乳児等通園支援事業者の職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性と倫理観

を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の理

論及び実際について訓練を受けたものでなければならない。 

 (5) 虐待等の禁止（第１３条関係） 

   乳児等通園支援事業者の職員は、利用乳幼児に対し、当該利用乳幼児の心身

に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

 (6) 衛生管理等（第１４条関係） 

乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の使用する設備、食器等又は飲用に供

する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければ

ならない。 

 (7) 食事（第１５条関係） 

   乳児等通園支援事業者は、食事の提供を行う場合（乳児等通園支援事業所外

で調理し運搬する方法により行う場合を含む。）においては、当該乳児等通園

支援事業所において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を

有する設備を備えなければならない。 

 (8) 乳児等通園支援事業所内部の規程（第１６条関係） 

   乳児等通園支援事業者は、次に掲げる乳児等通園支援事業の運営についての

重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

ア 乳児等通園支援事業の目的及び運営の方針 
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イ 提供する乳児等通園支援の内容 

ウ 職員の職種、員数及び職務の内容 

エ 乳児等通園支援の提供を行う日及び時間並びに行わない日 

オ 保護者から受領する費用の種類、支払を求める理由及びその額 

カ 乳児及び幼児の区分ごとの利用定員 

キ 乳児等通園支援事業の利用の開始及び終了に関する事項並びに乳児等通園

支援事業の利用に当たっての留意事項 

ク 緊急時等における対応方法 

ケ 非常災害対策 

コ 虐待の防止のための措置に関する事項 

サ アからコまでに掲げるもののほか、乳児等通園支援事業の運営に関する重

要事項 

 (9) 一般型乳児等通園支援事業 

  ア 設備の基準（第２１条関係） 

   (ｱ) 乳児又は満２歳に満たない幼児を利用させる一般型乳児等通園支援事業

所には、乳児室又はほふく室及び便所を設けること。 

   (ｲ) 乳児室又はほふく室の面積は、乳児又は(ｱ)の幼児１人につき３.３平方

メートル以上であること。 

   (ｳ) 乳児室又はほふく室には、乳児等通園支援の提供に必要な用具を備える

こと。 

(ｴ) 満２歳以上の幼児を利用させる一般型乳児等通園支援事業所には、保育

室又は遊戯室及び便所を設けること。 

   (ｵ) 保育室又は遊戯室の面積は、(ｴ)の幼児１人につき１.９８平方メートル

以上であること。 

   (ｶ) 保育室又は遊戯室には、乳児等通園支援の提供に必要な用具を備えるこ

と。 

  イ 職員（第２２条関係） 

   (ｱ) 一般型乳児等通園支援事業を行う者は、一般型乳児等通園支援事業所

に、保育士その他乳児等通園支援に従事する職員として市長が行う研修（

市長が指定する都道府県知事その他の機関が行う研修を含む。）を修了し
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た者（以下「乳児等通園支援従事者」という。）を置かなければならな

い。 

   (ｲ) 乳児等通園支援従事者の数は、乳児おおむね３人につき１人以上、満３

歳に満たない幼児おおむね６人につき１人以上とし、そのうち半数以上は

保育士とする。ただし、一般型乳児等通園支援事業所一につき２人を下回

ることはできない。 

   (ｳ) (ｱ)の乳児等通園支援従事者は、専ら当該一般型乳児等通園支援事業に

従事する職員でなければならない。ただし、次のいずれかに該当する場合

は、専ら当該一般型乳児等通園支援事業に従事する職員を１人とすること

ができる。 

    ａ 当該一般型乳児等通園支援事業と保育所、幼稚園、認定こども園その

他の施設又は事業（以下「保育所等」という。）とが一体的に運営され

ている場合であって、当該一般型乳児等通園支援事業を行うに当たって

当該保育所等の職員（保育その他の子育て支援に従事する職員に限

る。）による支援を受けることができ、かつ、専ら当該一般型乳児等通

園支援事業に従事する職員が保育士であるとき。 

    ｂ 当該一般型乳児等通園支援事業を利用している乳児又は幼児の人数が

３人以下である場合であって、保育所等を利用している乳児又は幼児の

保育が現に行われている保育室等において当該一般型乳児等通園支援事

業が実施され、かつ、当該一般型乳児等通園支援事業を行うに当たって

当該保育所等の保育士による支援を受けることができるとき。 

 (10)   余裕活用型乳児等通園支援事業（第２５条関係） 

余裕活用型乳児等通園支援事業を行う事業所の設備及び職員の基準は、次に

掲げる施設又は事業所の区分に応じ、それぞれに定めるところによる。 

  ア  保育所 児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を

定める条例（保育所に係るものに限る。） 

イ  幼保連携型認定こども園以外の認定こども園 就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づく教育、保育等を総合

的に提供する施設の認定の基準を定める条例 

ウ  幼保連携型認定こども園 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的
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な提供の推進に関する法律に基づく幼保連携型認定こども園の設備及び運営

に関する基準を定める条例 

エ  家庭的保育事業等を行う事業所 東広島市家庭的保育事業等の設備及び運

営に関する基準を定める条例（居宅訪問型保育事業に係るものを除く。） 

３ 施行期日 

  令和７年１０月１日 

 

 

 

 （根拠法令） 

 児童福祉法 

第３４条の１６ 市町村は、家庭的保育事業等又は乳児等通園支援事業の設備及び

運営について、条例で基準を定めなければならない。この場合において、その基

準は、児童の身体的、精神的及び社会的な発達のために必要な保育の水準を確保

するものでなければならない。 
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議案第１０４号 

 

   職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 

                            （総務部職員課）  

 

１ 改正の理由 

  地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い、部分休業制度を拡充

しようとするものである。 

２ 改正の内容 

(1) １日につき２時間を超えない範囲内で請求することができる部分休業につい

て、勤務時間の始め又は終わりに限り承認する取扱いを廃止する。（第１８条

関係） 

(2) １年につき次に掲げる職員の区分に応じてそれぞれ定める時間を超えない範

囲内で請求することができる部分休業を新たに設ける。（第１８条の２、第１

８条の４関係） 

  ア 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

  イ 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗

じて得た時間 

３ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

令和７年１０月１日 

 (2) 経過措置 

施行日から令和８年３月３１日までの間における２(2)の部分休業の上限

は、次のとおりとする。 

  ア 非常勤職員以外の職員 ３８時間４５分 

  イ 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に５を乗じ

て得た時間 
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 （根拠法令） 

 地方公務員法 

第２４条 

５ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。 
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議案第１０５号 

 

   職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

 

                            （総務部職員課）  

 

１ 改正の理由 

  育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一

部改正に合わせて、妊娠又は出産等についての申出をした職員等に対する意向確

認等を任命権者に義務付けるとともに、所要の規定の整備を行おうとするもので

ある。 

２ 改正の内容 

(1) 任命権者は、妊娠又は出産等を申し出た職員（以下「申出職員」という。）

に対して、次に掲げる措置を講じなければならないこととする。（第１８条関

係） 

ア 出生時両立支援制度等その他の事項を知らせるための措置 

イ 出生時両立支援制度等の請求等に係る申出職員の意向を確認するための措

   置 

ウ 妊娠又は出産等の申出に係る子の心身の状況又は育児に関する申出職員の

家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し、又は発生することが

予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資する事

項に係る申出職員の意向を確認するための措置 

 (2) 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下「対象職員」とい

う。）に対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講じなければなら

ないこととする。（第１８条関係） 

ア 育児期両立支援制度等その他の事項を知らせるための措置 

イ 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するための措

   置 

ウ 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家

庭の状況に起因して発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭
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生活の両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確

認するための措置 

３ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

令和７年１０月１日等 

 (2) 経過措置 

対象職員に対する措置は、施行日前においても講ずることができる。 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方公務員法 

第２４条 

５ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。 
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議案第１０６号 

 

   東広島市庁舎駐車場設置及び管理条例の一部改正について 

 

（財務部管財課）  

 

１ 改正の理由 

  市役所の本庁舎周辺の民営化した駐車場の駐車料金の変更に合わせて、東広島

市庁舎駐車場（以下「駐車場」という。）の使用料の額を改定しようとするもの

である。 

２ 改正の内容 

  駐車場を夜間又は休日に市の事務又は事業に係る用務以外の目的で使用する場

合の使用料の額を次のとおり改定する。（別表関係） 

現  行 改  正 

区 分 使 用 料 区 分 使 用 料 

入場後８時間 

以内の場合 

１時間までごとに１

００円 

入場後４時間 

以内の場合 

１時間までごとに２０

０円 

入場後８時間 

を超え２４時 

間以内の場合 

８３０円 入場後４時間 

を超え２４時 

間以内の場合 

８００円 

入場後２４時 

間を超える場 

合 

８３０円に入場後２

４時間を超える部分

について６時間まで

ごとに２００円を加

えた額 

入場後２４時 

間を超える場 

合 

８００円に入場後２４

時間を超える部分につ

いて１時間までごとに

２００円を加えた額。

ただし、当該超える部

分について２４時間ま

でごとに８００円を上

限とする。 

３ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

   令和７年１２月１日 

 (2) 経過措置 

   施行日以後に許可を受ける駐車場の使用に係る使用料について適用する。 
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 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２２８条 分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条例で

これを定めなければならない。－略－ 

第２４４条の２ 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めが

あるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれ

を定めなければならない。 


